
千葉都市モノレール 未来への取組み
～脱炭素化社会への貢献と持続する公共交通であるために～
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○建設着手当時

千葉市を中心とする千葉都市圏では、高度成長期の昭和40年代から人口や自動車が急増したことにより、千葉市内

の交通事情は、道路混雑による都市機能の低下や環境の悪化等様々な問題が顕在化していました。そこで、千葉県及
び千葉市は交通環境を改善すべく、既存道路空間を有効に活用できる都市モノレールの事業化を決定。1988年（S63）
に第1次開業としてスポーツセンター～千城台間が開通し、その後、千葉～スポーツセンター間、千葉みなと～千葉間、
千葉～県庁前間と3回延伸され、現在の運行路線となりました。

○経営再建

モノレール建設事業は千葉県が主体となり千葉市との共同事業で進められてきましたが、利用者の伸び悩みや先行
投資に係る借入金の返済、過大な減価償却費による構造的な慢性赤字状態が続き、1994（H6）年以降は債務超過状態
に陥り、2006（H18)年には累積損失が約206億円となりました。

市は、抜本的な経営改善として、減増資の実施や会社所有のインフラ外財産の一部を市が所有すること、会社が借り
入れている建設資金を市が無利子融資することなどの対応策と、千葉県がモノレール事業から撤退することなどの再建
計画を策定し経営再建を図り今日に至っています。

〇経営再建後の現状と課題

経営再建後、輸送人員は8期連続で増加し、令和元年度決算では過去最高の収益を記録しましたが、2020(R2)年度は
新型コロナウイルスの感染症等の影響により9期ぶりの赤字となりました。2021(R3)年度、2022(R4)年度は黒字決算と
なったものの、モノレール利用はコロナ禍以前の９割程度までの回復に留まっており、開業から30年余が経過し、多くの
設備が更新時期を迎える中、多額の設備更新費に対する資金繰りが課題となっています。

○社会情勢の変化や多様化する市民ニーズへの対応

2030年には10人に3人は65歳以上の高齢者になると予想されています。環境志向の高まりや免許返納等により、公共
交通の役割は増す一方で、人口減少等による乗降客数の減少が予測されています。

また、2020年10月に国は、2050年までに温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、いわゆる「2050年カーボン
ニュートラル」を宣言。様々な分野での脱炭素化に向けた動きが活発化しており、市でも同年11月に気候危機行動宣言

を発出しました。これまでの時代の社会的課題は、渋滞緩和や定時性を確保した旅客輸送でした。しかし環境性能面で
優れた設備類の導入等を図ることにより、地球温暖化防止に寄与し脱炭素化社会の構築につなげ、ひいては持続可能
な街づくりに貢献することで、市民や地域の方々にますます支持されるモノレールとなるよう今後も努めてまいります。

２

１ 環境負荷の軽減を通しての社会貢献

２



市民意識

社会

技術・経済

・環境保全や健康志向の高まり
・地産地消
・ライフスタイルの変化、豊かな生活
・国際化、多様化、社会的ニーズの高まり

・少子高齢化、人口減少
・二酸化炭素排出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）の実現
・新型コロナウイルス感染症（→新しい生活様式の定着）
・コンパクトな街づくり、行財政改革
・頻発する自然災害
・ユニバーサルデザイン、バリアフリー
・Society 5.0

・インフラの有効活用、長寿命化
・サステナビリティ
・ＳＤＧｓ
・ＡＩやＩＣＴの活用

３

２ モノレールの今後のあり方を考えるうえで
とらえるべき社会情勢等の変化



３ モノレールに対しての市民感情・イメージ

まあないよりは良いけど、
運賃が高すぎる。
もっと延伸してほしいな

事故が少なく、天候に
左右されない安定した
運行は助かります。

バスよりも早いし、
エコなところがいいね

朝晩の混雑を
何とかしろ。

駅は暗いし、施設が古い。
でも車内からの景色は最高だね

なんだかんだ
言ったって、
営業キロは
世界一じゃん

街のシンボル
的な存在で
かっこいい

車で通勤している俺には
ほぼほぼ関係ないな
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＜整備推進期＞
・東京圏ベットタウン機能を
担う人口増加に対応するた
め短期間に整備
・道路交通を維持しつつ、モ
ノレールの整備を推進
・住宅地からJR沿線までの
高い輸送能力と静観性等に
優れた環境性能

＜現在＞
・少子高齢化、人口減少の
進行に伴う様々な街づくり施
策との連携や移動の円滑化
・2050年までに二酸化炭素
排出量実質ゼロ（ゼロカー
ボンシティ） 実現への貢献

４ モノレールに求められた機能と役割

MR整備期

千葉都市モノレール利用者数推移と人口推移（2019(H31)年調査）

人口推移の予測（2012(H12)年当時調査）

５
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S63年(1988)開業

H3年(1991)開業

H11年(1999)開業

H7年(1995)開業

５ 千葉都市モノレールの路線図と開業年度等

＜昭和56年1月 運輸審議会答申書から＞

千葉市の道路交通はいたるところで混雑を
極めており、今後もその混雑が強まることが
想定されている。特に、千城台、小倉台、みつ
わ台等の住宅団地から、市中心部への旅客
輸送は、主として国道126号線、51号線、16号

線を利用するバス輸送に依存しているが、常
に交通渋滞を期している。

また、主な道路は市中心部から放射状に形
成されていることから、内陸部の住宅団地路
と都心部の業務地域相互間を短時間で結ぶ
モノレールを建設することにより輸送の円滑
化と道路交通の混雑緩和を図るものである。

国道16号

６



６ モノレール整備に伴うバス路線の再編

＜モノレール整備に伴うバス再編の考え方＞
・モノレールと完全に競合するバス路線は原則廃止。
・モノレールの内側と都心部を結ぶバス路線は、結節広場への接続を基本とし、モノレール

より内側のバス路線は廃止とし、モノレールの外側のルートは結節広場へのフィーダー
（末端路線）とする。

整備前 整備後

＜バス再編対象路線＞
モノレール整備に伴い再編対象となるバス路線は、39路線57系統、244路線／日

におよび、再編計画実施後は166路線／日となり、今日に至っている。
※再編対象路線は、市内バス交通の系統数や乗客数の約4割（1979(S54)年当時データ）に

相当する。

７



検証区間①

検証区間①について
（検証条件：モノレール）

・千葉公園→千葉間のラッシュ時輸送人員
2,100人/時

・乗車定員：1編成当たり約160人
・運転間隔6分、運転本数10本/時

（検証条件：バス）
・乗車定員：1車両当たり約77人、バス大きさ約12m
・運行経路１：約1.1km 時速20キロ、所要時間約5分
※乗降に要する時間考慮なし

（試算）
①バスによる輸送頻度
・MR輸送人員2,100人÷77人/台バス＝28台
・ 60分÷ 28台＝2分8秒に1台づつ運行
・現状2台＋上乗せ分28台=30台
・大型バス1台15m（車間含む）とした場合

30台×15m＝450m
☆駅間距離の40%強を路線バスが占用
※②についても駅間距離の30%弱を路線バスが占用

千葉駅

千葉公園駅拡大図

千葉公園駅
～

千葉駅間

路線バスの
占用距離

７ モノレールとバスの輸送力比較
（①千葉公園駅 千葉駅 ②都賀駅 桜木駅）

検証区間②

８



７ モノレールとバスの輸送力比較
（イメージ）

・・・

モノレールの輸送力は１時間あたりバス２８～３０台分

千葉公園駅

千葉駅

※検証区間②都賀駅⇒桜木駅間においても同様 ９



７ モノレールとバスの輸送力比較
まとめ

１ モノレール利用者をバスでは到底輸送することはできない。

２ バス運転手不足や脱炭素化社会形成のためには、いまの千葉市にとっては
モノレールが最適な乗り物である。

CO2
排出小

バスや自動車輸送
CO2排出大

１０

モノレールの利用拡大により
CO2の削減に寄与



８ 車両導入
～軽量化と安全性や快適性向上の取組み～

千葉都市モノレールは軌道法により既存道路空間に整備
するという物理的な制約があったことから、車両の許容重量
が先に決定し、この許容重量を満たす車両とするため、他の
鉄軌道に比べ約２割ほど軽量な車両（約24ｔ）となっています。

また、新型車両の導入にあたっては、自動車からモノレール
への利用転換をさらに促し、道路渋滞や沿線環境改善を図る
ため、安全性や快適性向上や環境配慮等について検討委員
会を設置し議論し、新型車両導入設計に反映しています。

①安全性や快適性

・新たに車内へ旅客案内モニターを設置、開く側のドアを音声や光で案内
・懸垂型である特徴を活かし、眺望を楽しめる車内とするよう大型窓ガラスを採用
・安全性向上を図るため、運転席に、車内や運行状況を確認できるモニター装置を導入
・照度を確保するため室内装飾や照度向上のため照明器具のLED化

②環境配慮等

・省エネルギー化を図るため、VVVFインバーター制御装置、照明器具のLED化
・空調設備冷媒のノンフロン化、マイコン制御化
・車体や台車を二重構造とすることにより低騒音化
・より遮熱効果の高い窓ガラスの採用
・設備増による車両重量増の軽減のため、座席シートの軽量化等

※旧型及び新型車両を比較し、低炭素化に寄与するため新たに取り入れ、または強化した設備類はアンダーライン箇所

旧型（1000形）車両

１１



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～

エネルギー利用の効率化や省エネルギー化の推進、円滑な移動を促進することに
よる利用増加等を通じ、二酸化炭素削減に資する様々な取組みを展開しています。

①省エネルギー車両の導入

新型車両はVVVFインバーター制御装置を搭載し電力を効率よく使用でき、軽量小型化を

図っています。また、走行用モーターをブレーキ時に発電機として作用させブレーキ力を得る
とともに、回生電力を架線に戻すことで、他の電車がこの回生電力を再利用することも可能
となります。現在、16編成中9編成が新型車両となっており、残る更新対象車両も順次更新
する予定です。

１２

＜実績：2023（R5）年度末現在、16編成中9編成に新型車両を導入＞
将来の効果：2028（R10）年 総き電量：16％低減、ＣＯ2削減量：476t-co2／年

新型車両（０形）



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～

回生電力をより有効に活用するために、電気を蓄えたり放出することができる大型蓄電装置
を殿台変電所内に設置した。

回生ブレーキ時に発生する回生電力をこの装置に蓄えることで、朝晩ラッシュ時における電力
ピークカットや停電時にモノレールを最寄りの駅舎まで走行させることが可能となります。

②回生電力貯蔵装置の導入

＜実績：2022（R4）年1月 回生電力貯槽装置導入 2022年4月より本格運用開始＞
将来の効果：2028（R10）年 総き電量：9％低減、ＣＯ2削減量：251t-co2／年

１３

変電所

2021（R3）2020（R2）2019（R1）

据付製造設計

写真



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
駅舎LED化実績 2023（R5）年 18駅舎中13駅舎実施済

将来の効果 駅舎消費電力：12％低減、ＣＯ2削減量：261t-co2／年

案内看板や照明等について、設備更新の際にＬＥＤ照明を採用することで、消費電力削減
を図ります。

③駅舎内照明類のＬＥＤ化

作草部駅(2021（R3）年度施工）

千葉駅コンコース階や各駅舎駅務室、変電所等においては、空調設備の更新時に省エネル
ギー効果の高い機種を積極的に導入します。

④駅舎内空調設備の高効率化

千葉駅(2021（R3）年度施工） １４

 

 



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～

⑤節水型トイレ・センサー付き照明の導入

トイレのリニューアルにあたっては、節水型トイレや照明をセンサー付とすることで、電力使用
量や省エネルギー化を積極的に進めています。

⑥環境配慮物品の積極的な採用

駅舎に設置をする自動販売機については、ヒートポンプ式や
代替えフロン冷媒、ＬＥＤ照明を用いた販売機を導入する等、
各企業ができる限りの工夫を凝らしています。

また、定期的な更新を促すことで、より高効率な自動販売機
の設置に努めています。
◇削減電力量（推計）

従来：100,040ｋｗ-ｈ 平均1,220ｋｗ-ｈ/台、 最新：56,690ｋｗ-ｈ 平均691ｋｗ-ｈ/台
全体で約43.4％電力使用量を削減

なお、宅配便「再配達削減チャレンジ」に協力するため、
駅舎に宅配ボックスを設置しています。

天台駅

＜実績：2023（R5）年 18駅舎自動販売機設置数82台中80台がヒートポンプ＆ＬＥＤ対応機種＞
効果 自動販売機消費電力量：43％低減、ＣＯ2削減量：25.1t-co2

１５



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～

道路上からモノレール下部までは一定の高さ＝建築限界が設定されている。
この基準を満たしつつ、使用する鋼材量を必要最小限の規模とするよう設計されている。

結果、駅舎と駅舎間は一定の勾配が設けられている区間が多い。

この特性を活かした運転手法を採用することで、法定速度に達するまでの
時間短縮が可能となっている

使用電力量の削減につながる。

⑦軌道桁の勾配を活用した運転

＜勾配なし＞

＜勾配あり＞
下り勾配があるためスピードアップ

法定速度に達するのが早い

法定速度到達

法定速度到達

駅

駅
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１７

回生電力
貯蔵装置

・コロナ禍及び半導体不足等による車両更新の遅れの影響を反映した予測値の見直し（緑線）を実施。

・本社・検修庫LED化、本社太陽光パネル設置等の追加施策を加え推計。

・国の目標指針である2013年度との比較では、2013年度の電力使用量実績値が10,387千kwh。2030年度では23％の削減に留まるため目標

達成に向けた新たな方策が必要。

２０％削減

本社、検修庫等LED
追加分の効果

車両更新の遅れ

省エネ車両へ
の入替完了

2013年度
10,387千kwh

ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞｰｼｯｸﾌﾟﾗﾝ再ｴﾈ電力
の活用により、2030年度の
消費電力推計値7,973千kwh
を実質消費電力5,573千kwh
まで減少させる計画。

CO2削減量試算
2013年度(4,508tco2)
2030年度(2,434tco2)
削減量2,074tco2 △46％

９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
＜低炭素化への取り組み～2023年度実績と課題～＞



１８

kWh

使
用
電
力

2020年 現在 ～ 2030年 2050年

グリーン証明

ステップ１：省エネ化
・回生車両への更新
・回生電力貯蔵装置の導入
・省エネ性の高い設備への改良更新

ステップ２：再エネ導入（2013年度比46％削減）
・駅舎屋根等に太陽光発電設備を設置
・DRに対応した大容量蓄電池の設置

・環境付加価値電力拡大（グリーンベーシック証明）

ステップ３：カーボンニュートラル
・地域再エネ由来電力
・駅舎屋根等の太陽光発電拡大

・環境付加価値電力拡大（グリーンベーシック証明）

モノレール沿線のカーボンニュートラル（駅
勢圏内の公園緑地のCO2吸収量分)

非CO2フリー電力
（現行電力プラン)

グリーン証明

グリーン証明

９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
＜2050年のゼロカーボン化を目指して＞イメージ図



１９

９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
＜2050年のゼロカーボン化を目指して＞

＜2023年度実績：P18＞
・コロナ禍や半導体不足等により車両更新を見直しせざるを得なくなったことを考慮し、
当初予測値（青線）の見直しを実施しました。

・2023年度の電力使用量実績（赤線）は、9,283千kWhとなり、新目標値を26千kWh下回
る結果となりました。

＜2030年に向けた削減目標値：P18・19＞

・2013年度電力使用量実績値比で2030年度予測では23％の削減となるが、国の公表
値46％の達成に向け、グリーンベーシックプラン1,000千kwh契約を2,400千kwhまで増
加させます。

＜2050年にモノレールゼロカーボン化に向けた取組み：P19＞
・二酸化炭素排出量実質ゼロの運行を実現するためには、使用電力を太陽光発電な
どの再エネ由来電力に切り替えていく必要がありますが、現在の使用電力量を考慮す
ると非常に困難であることから、まずは徹底した省エネルギー化に取組んだうえで、電
力会社などとの連携のもと段階的に脱炭素化に向けた取組みを進め、2050年のゼロ
カーボン化を目指します。



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
＜脱炭素化に向けた取組みの拡大と実践＞

２０

更なる省エネ化を進めるため、車両等の設計変更の可能性
について、三菱重工業や三菱電機のほか、令和４年度より、
監督官庁である国土交通省鉄道局や環境省の方々とWEB
による意見交換や現地調査等を実施しています。なお、昨
年度より、モーターの高効率化等について検討したところ、
駆動に要する消費電力量の５％を削減できるとの報告がな
されたことから、今年度、更なる調査検討を進める考えです。

①車両等製造者との連携

早稲田大学スマート社会技術融合研究機構井原准教授
による車両の「LCA評価（原料採掘から製品使用、廃棄ま
で全ての工程で排出されるCo2の合計を数値化）」の研究
について、早稲田大学、三菱重工業と情報開示に伴う秘
密保持に関する契約を締結しました。
モノレール・LRT・BRT等の中量輸送に用いられる車両に
ついて、車両製造事業者および運行事業者での資源・エ
ネルギー投入量を調査し、LCA評価によるCo2排出量の
推定を行います。

②大学との連携



９ 低炭素化 ～これまでとこれから～
＜脱炭素化に向けた取組みの拡大と実践＞

２１

・千葉公園駅をモデルに駅舎屋根にソーラーパネルを設置するための検討を進め、昨年度
より工事を実施している。
・千葉公園駅は広域避難場所である千葉公園に隣接していることから、災害時には駅舎電
気室を経由し、発電や蓄電した電気を供給することを検討している。
・千葉都市モノレール本社屋根にはPPA制度を活用しソーラーパネルを設置する予定。

③再生可能エネルギーの活用

イメージ



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

２２

①駅遊休スペースを活用した利便性の向上

個室型ワークスペース「CocoDesk」

冷凍餃子自動販売機

外出先や移動中の待ち時間を利用し、集中
して快適にデスクワークが行える環境を備え
るとともに、密閉・密集・密接をさけることがで
きます。ビジネスパーソンの皆さまはもちろん、
家族が家にいるなど在宅でのテレワーク環境
に悩んでいる方におすすめです。

個室型ワークスペースの設置

千葉モノレールでは、変化する世の中のニーズに応えられるよう駅空間を活用し、利用者
の利便性向上に取り組んでいます。

冷凍餃子自動販売機の設置

通勤・通学をはじめとする外出先からの帰宅
途中に購入することができるため、駅利用者
の買い物時間の短縮が期待できます。

また、地域のつくり手が販売する食材を手軽
に購入できるようになるため、地産地消の推
進および食を通じた沿線地域の魅力向上に
つながります。



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

③ユニバーサルデザインの採用

高齢者をはじめ幼児連れ利用者、外国人等誰もが利用しやすいモノレールをめざし、多目
的トイレ設置、見やすい駅名版への取り換え等ユニバーサルデザインの採用を進めています。

２３

②IC乗車券の導入

パスモ等IC乗車券の導入により、乗車券購入の手間や、バスやＪＲ等他公共交通機関との
乗り継ぎが円滑にできるようになっています。

2020（R2）年10月からはアップル社のApple pay でパスモが利用できるようになりより利便
性が向上しました。

また、乗車券発行が不要になることから購入手間や紙資源の節約にもつながります。



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

２４

・新型車両のバリアフリー化
新型車両の先頭部には車いすスペー

スを用意し、車椅子のお客様も安心し
て利用できるよう配慮しています。

＜転落事故の推移＞

④安全性の確保

・利用者が多い千葉駅において、特に
高齢者の転落防止と安全性向上を図る
ため、転落防止柵を設置しています。
また、認知性を高めるため点状ブロック
やＣＰライン等のサインを設置していま
す。

19001100 1900 1200 1900 11001900

２ ２
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0
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20
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50 千葉駅全駅

大幅に減少



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

⑤パーク＆ライドやシェアサイクルの導入

道路管理者との連携により駅周辺での駐輪場整備や、官民連携によるシェアサイクルの導
入を進めております。

これらの取り組みはモノレールの利便性向上だけにとどまらず、沿線地域の経済活性化に
も寄与するものと考えています。

また、２年間の社会実験を経て、令和４年７月より動物公園駅前にパーク＆ライド（１７台）を
本格導入し、定時制時短性に優れた新たな通勤方法の開発、過度に自動車に依存しないま
ちづくりに積極的に取り組んでいます。

動物公園駅

パーク＆ライド利用状況

台

2台

4台

6台

8台

10台

12台

14台

16台

契約者数 ２５



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

⑥新型コロナウイルス感染症対策

２６

⑦セット券の販売

千葉市動物公園の入場券とセットになったモノレールの
お得なフリーきっぷを発売（期間限定）し、公共交通の利
用促進、自動車渋滞の緩和に努めています。

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るとともに、お客様に安心してご乗車いただける
ようすべての車両内と券売機等の駅務機器について、抗ウイルス・抗菌コーティングを施工
しました。

また、密を避けるため、ホームページ上でラッシュ時の混雑率を公表しています。
公開中の混雑状況（イメージ図）



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

⑧住みよい街づくり（モノレールとコンパクトシティ）

少子高齢化の進展と生産年齢人口の減少による通勤通学者の減少が結果として輸送

サービスの低下につながることがないよう、立地適正化計画のほか、沿線開発との連動に
より住みよい街づくりの推進に努めています。

天台駅

マンション

＜事例 天台駅＞
天台駅に隣接する土地においては、2017（H29）年に

スーパーやレストラン、ジム等の複合商業施設とマンショ
ンの開発がなされました。

自動車を使用しなくとも日常生活が送れるスマートな街
とモノレール利用促進に寄与しています。

徒歩圏スーパー
ジム

H29.4.27 Skip天台オープン

H30.3. ｻﾝｸﾚｲﾄﾞﾙ千葉天台竣工 ２７



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

⑨地域公共交通計画への位置付け

人口減少の本格化や高齢化の進展などの社会情勢の変化を踏まえ、地域公共交通の活
性化及び再生に関する法律に基づき、まちづくりとの連携や、公共交通だけでなく地域にお
ける輸送資源の総動員等の推進など、持続可能な交通サービスの実現を目指す、千葉市地
域公共交通計画を策定しました。

地域公共交通計画における個別施策として位置付け ２８



１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

⑩モビリティマネジメントの促進

千葉市内に転入してきた方などを対象に、市内の鉄道・モノレール・バスの路線についての
情報をまとめたリーフレットを配布し、公共交通の利用促進を促しています。

公共交通のメリット等を分かりやすく紹介

２９



令和6年5月5日(日)、桜木地区グリスロのリスタート出発式が
行われました。
グリスロは、桜木地区・都賀の台地区において、地域住民が
自ら守り育てる移動手段として、行政や地域の企業等と協力
しながら、既存交通と調和して地域の暮らしを支える『支え
あい交通』の理念のもと運行されています。

地域を主体とした持続的な
生活交通の確保を目指します！

⑪グリーンスローモビリティ運行状況

１０ より円滑な移動の実現と
誰もが利用しやすい公共交通として

３０

桜木地区リスタート出発式の様子

桜木地区グリスロ延べ利用者数（人）

グリスロ停留所のひとつにモノレール桜木駅が設定されてお
り、地域の多くの方にご利用いただいています。
将来的には、桜木駅に設置した充電機を経由し、モノレール
による回生電力をグリスロに供給することを検討しています。



１１ モノレールの整備等のあり方検討
～モノレールインフラを有効活用したまちづくり～

削減

削減増加

増加

〇開業から３６年が経過しており、施設が老朽化し維持管理や機能更新に多額の費用が必要
〇人口減少や少子高齢化、新型コロナウイルス感染拡大に伴う新しい生活様式の普及等により運
賃収入の伸びを期待することは難しい⇒令和２年度より検討に着手

３１



〇新しく造ることから「インフラを賢く使うこと」を重点化し、インフラのもつストック効果を
最大化する取組が必要。
〇社会情勢やライフスタイルの多様化に対応した整備方針の検討が必要。

誰もが移動しやすい社会誰もが移動しやすい社会

自然災害の質の変化自然災害の質の変化

インフラの老朽化

COVID-19 人口減少・高齢化進展人口減少・高齢化進展ICT活用・デジタル革命

ライフスタイルの多様化ライフスタイルの多様化低炭素な社会・脱炭素

予防保全に基づく維持管理による安全・安心な運行の確保

近年の社会情勢の変化を踏まえた取組 高品質モノレールインフラの利活用

ストック効果
最大化

新技術の利活用
・二次交通のEV化

防災減災の機能強化
・軌道桁を活用した電力供給

モノレールの利用促進
・未利用空間の利活用

社会ニーズをとらえた
施設の改良更新

１１ モノレールの整備等のあり方検討
～モノレールインフラを有効活用したまちづくり～

３２

鉄道脱炭素施設等実装調査を活用し、モノレールインフラを活用した脱炭素化に資する
設備導入（蓄電池導入による電力需給調整）に係る調査検討を実施予定（Ｒ５年度）



モノレールを活用した沿線まちづくり（将来イメージ）

１１ モノレールの整備等のあり方検討
～モノレールインフラを有効活用したまちづくり～

３３

大型蓄電池導入に
よる電力需給調整
への貢献

(R5調査検討)



本件に関するレポートなど

３４

日本モノレール協会誌『モノレール』 に本取組について掲載
一般社団法人日本モノレール協会発行（http://www.nihon-monorail.or.jp/public/）

・No.143（令和4年） 千葉都市モノレールで導入した回生電力貯蔵装置とカーボンニュー
トラルへの対応

https://chiba-monorail.co.jp/wp/wp-content/uploads/ab680f81e8e1129ff2275b874c48e374.pdf

・No.142（令和4年） 千葉都市モノレールの現状と今後の取組みについて
https://chiba-monorail.co.jp/wp/wp-content/uploads/806dc2e73ff1692e23e2a2395ae55f7e.pdf

・No.137（令和元年） 千葉都市モノレールにおける未来への挑戦
～低炭素化の推進 と 持続あるモノレールとする ための取組み～

https://chiba-monorail.co.jp/wp/wp-content/uploads/93562ebf83c8d5aeeb2239986aeac94b.pdf

・No.133（平成29年） ＪＲ千葉駅駅舎改良に伴う千葉都市モノレール駅舎との連絡機能の
強化と乗換え利便性の向上

https://chiba-monorail.co.jp/wp/wp-content/uploads/9f00132b28b91c77f683e51fb9d15732.pdf



持続可能な開発目標SDGsの達成目標と
千葉都市モノレールの事業効果関係

＜効果＞
・道路渋滞の緩和
・拡大する住宅地間

や中心市街地との
有機的な結合

＜効果＞

・ＭＲの利用
促進を通じて
低炭素社会
への貢献

＜効果＞
・ＭＲの収支改善
・沿道の

活性化

＜効果＞
・より円滑な移動

の実現
・誰もが利用

しやすい
公共交通

モノレールを
活かした持続可能
な街づくり

３５


